
郵便番号
住　　所
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（第１面）

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

味の素株式会社

川崎市川崎区鈴木町1-1

事業活動地球温暖化対策結果報告書

醤油食用アミノ酸製造・うま味調味料製造・その他調味料製造

メールアドレス

総務・エリア管理部　安全・環境グループ

川崎市川崎区鈴木町1-1

０４４－２３３－０３２２

０４４－２４５－１５３８

電話番号

ＦＡＸ番号

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

104-8315

東京都中央区京橋一丁目15番1号

味の素株式会社

取締役社長　　伊藤　雅俊
(代理人)執行役員事業所長　永野　由巳

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

規則第４条第１号該当事業者

中分類

Ｅ

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

担当部署

連 絡 先

第３号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

09

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称
主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類

上記以外の事業者（任意提出事業者）

製造業

食料品製造業



（第２面）

計 画 期間 及び 報告 年度 　　　　　平成２２年度　　～　平成２４年度　　　（報告年度　２２年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

　別添　指針様式第２号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

　別添　指針様式第２号及び第３号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

　別添　指針様式第２号及び第３号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項 　別添　指針様式第２号及び第３号のとおり

備　　　考 当社の地球温暖化対策の取組については、ホームページにて公表してい
ます。http://www.ajinomoto.co.jp/company/kankyo/

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 106,064 （実） 89,211 （実） （実） （実） 102,882
（調） 106,050 （調） 89,195 （調） （調） （調）

（実） 15.9 （実） （実） （実） 3.0
（調） 15.9 （調） （調） （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

t-CO2 t-CO2

％

t-CO2

％％

生産数量 tCO2/千ﾄﾝ単位

％

基準年度 第１年度 第２年度 目標排出量第３年度

t-CO2 t-CO2

排 出 量
原単位等の値

原 単 位 の
活 動 量

835.8

排 出 量

削 減 率

＜味の素ｸﾞﾙｰﾌﾟで設定した2008/2010年度ゼロエミ計画＞
最終年度（2010年度実績）CO2排出総量および原単位は目標を上回る削減が実現。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（目標）　　　　（実績）
１）生産系事業場　   排出量は目標である２００３年の実績値以下を達成した。
                    ２００２年度比 ２０％削減　→　４３％の削減　（排出原単位）
２）非生産系事業場　 ２００６年度比 　５％削減　→　　８％の削減　（排出総量）

なお2011年度からは新たな3ヵ年（2011/2013年度）ゼロエミ計画目標を設定した。
１）生産系事業場　　 CO2排出原単位を２００５年度実績の３５％削減
　　　　　　　　　　 CO2総排出量を２００５年度実績の８％削減

削 減 率

省エネプロジェクトを主体とした省エネルギーに対する取組みを積極的に実施し、計画を大
幅に上回る削減を達成できた。

16.8 3.0

695.3 810.7



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○主要設備の保守管理
　主要設備の管理標準の定期的な見直し、徹底を行う。
　燃焼設備、熱利用設備、ｽﾁｰﾑﾄﾗｯﾌﾟ、昇降機、事務用機器、給湯設備等
　の定期的な保守点検を実施する。
○エネルギーの使用量の分析
　生産設備のエネルギー使用量の分析を行い、その結果に基づき改善策を
　検討し必要な対策を実施する。
○事務所等の空気調和の管理
　政府の推奨する冷暖房温度（冷房は28度、暖房は20度）を目標に居室の
　用途に応じた設定にする。
○事務用機器の管理
　不要時は電源を遮断する。
○照明設備の運用管理
　ランプの交換時期に合わせた、節電型ランプへの交換を推進する。
　照明器具等の更新の際には省エネ型を採用する。

第１年度

○主要設備の保守管理
　燃焼設備、熱利用設備、ｽﾁｰﾑﾄﾗｯﾌﾟの定期的な保守点検を実施。
○エネルギーの使用量の分析
　省エネ型の製造方法の見直し実施し、小型ﾎﾞｲﾗー２基廃止し４基の使用停止
した。
○事務所等の空気調和の管理
　冷暖房温度（冷房は28度、暖房は20度）を目標に居室の冷暖房温度を徹底し
た。
  指定ﾌﾛﾝを使用した空調機２７台を代替ﾌﾛﾝを使用した省エネ型の空調機に更
新。
○事務用機器の管理
　　コピー機の更新に合わせて省エネ型のコピー機に更新。
○照明設備の運用管理
　ランプの交換時期に合わせた、節電型ランプへの交換を推進する。
　事務所で昼休み等に照明器具を停止。
　必要な照度を確保しながら照明の間引き実施。

第２年度

第３年度

計　画

第１年度

第２年度

第３年度

事
業
所
等(

第
１
号
、
第
２
号
、
第
４
号
該
当
者
等)

自
動
車
等
 (

第
３
号
該
当
者

等)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績
設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績
種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

省エネによるＣＯ２削減を主に考える。事業場から発生する植物性残渣の品質を改善しバイオマ
ス発電原料として平成２３年からの供給が決定、ＣＯ２の削減に貢献できるものと考える。ま
た、今後は太陽光等の再生可能エネルギー源の導入についても検討していく。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画

・グループ企業や他社との共同配送およびモーダルシフトの推進
　配送拠点の集約、グループ企業や他の食品メーカーと共同配送を推進し、2009年度
は輸配送に伴うCO2排出量を原単位で前  年比2.5％削減した。また、鉄道コンテナ輸
送を1995年から本格的に導入し、2009年度のﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ率は43.8％を達成した。
 今後も、荷主の義務としてCO2排出量を年１％削減に取り組む。

第１年度 モータブルシフトの推進、配送拠点の集約、グループ企業や他の食品メーカーとの共
同配送などの取組み実施。H22年度のグループ全体実績については現在集計中。

第２年度

第３年度

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

１．植物性残渣の活用
　　・製造工程で発生する植物性残渣をｾﾒﾝﾄ工場の燃料として供給し化石燃料由来の
　　　CO2発生抑制に貢献しており今後も継続する。
　　・新たな有効利用方法としてバイオマス発電燃料としての活用の検討を継続す
る。
２．廃棄物の減量化・分別化の推進を図る。
３．廃棄物の有効利用を促進する。
４．包装容器３Ｒ推進
　　・味の素㈱では「容器包装３Ｒ推進計画」を策定し2007年4月より運用を開始して
　　いる。
　　・2009年度は対前年度で約1,000トン削減した。2010年度も2004年度対比で
　　ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原単位３％、紙原単位２％削減を目指し取り組む。
５．他の者に対する環境負荷低減の取組の要請
　　・運送委託業者に対する低燃費車使用やエコドライブの実施を要請する。
６．飼料用アミノ酸の利用による温暖化防止への貢献
　　・CO2の300倍の温室効果を持つN2Oの発生原因のひとつである家畜の排泄窒素量が
　　　軽減できる。この効果を伝え普及させることで地球温暖化防止に貢献してい
く。

第１年度

１．植物性残渣の品質を改善し、新たな有効利用方法としてバイオマス発電燃料とし
て
    の活用が決定。
２．廃棄物の減量化・分別化の推進の実施。
３．廃棄物の有効利用を促進する。
４．味の素㈱の「容器包装３Ｒ推進計画」の推進、2010年度は2004年度対比で
　　ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原単位3％、紙原単位2％削減を目指し取組実施（現在集計中）。
５．他の者に対する環境負荷低減の取組の要請
　　・運送委託業者13社に対し低燃費車使用やｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの実施を要請し了解頂く。

第２年度

第３年度



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等
（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

川崎事業所 92,277 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）
　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭
　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭
　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

川崎市川崎区鈴木町１－１ 0949 その他調味料製造

事業所の所在地 日本標準産業分類
細分類番号

92,313

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

92,308
t-CO2

事業所の所在地 日本標準産業分類
細分類番号

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

1

事業所に係る
事業の名称

エネルギー使用量の規模 事業所数
400～500kl 未満
300～400kl 未満
200～300kl 未満
100～200kl 未満
100kl 未満

事業所の所在地 日本標準産業分類
細分類番号

温室効果ガス
の排出の量

事業所数


